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１．はじめに 
1991 年に刊行された｢建築物の振動に関する居住性能評価指針｣

(以下｢指針｣と記す)は，2004 年には建築学会のアカデミック・スタ

ンダードとして大幅に改訂された 1)。改訂された指針の付録には振

動測定法が記載されており，1)適用範囲，2)測定量，3)測定器，4)

測定概要，5)測定方法，6)測定結果の整理方法，7)結果の表示に付

加すべき事項の 7 項目で構成されている。しかし，その詳細につい

ては明確になっていない点も多く，測定者の判断に委ねられている

部分も多い。本来，測定にはそれぞれの目的があり，その目的に応

じた測定，分析そして評価手法を技術者が適用することが大前提で

ある。その一方，得られた測定，分析，評価の精度を高めるには，

測定及び分析手法を共通化することが重要である。このことにより，

建築物の振動特性の解明につながるデータの蓄積が期待される。 

環境振動運営委員会の傘下にある環境振動測定分析小委員会(以

下｢小委員会｣と記す)は，建築物の振動に関する測定及び分析につい

て種々の検討を行い，その結果を報告してきた 2-7)。得られた知見

をベースとし，現在，小委員会は建築物における環境振動の測定及

び分析手法のマニュアル化に向けて作業を進めている。これに資す

ることも一つの目的として，環境振動の測定に携わっている技術

者・研究者を対象に，｢環境振動測定方法の問題点の抽出に関するア

ンケート調査｣(以下｢課題抽出調査｣と記す)及び｢環境振動測定方法

の現状に関するアンケート調査｣(以下｢現状把握調査｣と記す)の 2 

種類の調査を実施した 8-10)。本報では，既報 8-10)の内容を踏まえな

がら，両調査の結果を改めて分析し，建築物における環境振動測定

マニュアルに記載する測定・分析の基本的事項について整理する。 

 
２．アンケート調査の概要 

アンケート調査は，環境振動測定に携わっている技術者や研究者

を対象とし，EXCEL ファイルの調査票を送付し，その回答を E-mail 

で回収して行った。回答者数は両調査合わせて 30 人であった。 

課題抽出調査は，表 1 に示す 9 項目で構成されており，回答者の

経験に基づく記載を求めた。Q1～Q3 は，測定，分析及び評価におい

て回答者が悩んだ経験がある項目を選択(複数選択可)し，その具体

的内容を記載する形式とした。Q4 は，測定，分析及び評価を行う上

で回答者が参考とした資料について，Q1～Q3 と同様の形式で回答を

得た。これら Q1～Q4 それぞれの質問項目には｢その他｣の設問も加

えていた。Q5～Q9 は自由記述形式で，Q7～Q9 は他の環境測定(音・

熱・光・空気)との比較から，課題を抽出するための項目である。 

現状把握調査では，建築物の内部で，過去 5 年以内に実施した測定

事例の記載を求めた。現状把握調査の調査票は，表 2 に示すとおり

Q1～Q5 で構成されている。Q1 は回答者の職種，年齢，及び振動測

定経験を選択する方式とし，Q2～Q5 は事例ごとにそれぞれの質問項

目の回答を求めた。なお，Q2(1) の選択項目は，内部振動源と外部

振動源で異なる。また，Q4 の質問項目では，(1)の分析方法で｢1/N

オクターブバンド分析｣を選択した場合にのみ(4)～(6) の質問項目

を回答し，同様に(1) で｢FFT 分析｣を選択した場合にのみ(7)～(8) 
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の質問項目を回答する構成とした。 

課題抽出調査の回答者数は 28 人，現状把握調査の回答者数も同

じく 28 人(内部振動源は 21 人，外部振動源は 23 人，両振動源は

16 人)，両調査に共通の回答者数は 26 人であった。事例数は，内

部振動源，外部振動源それぞれ 39 件，37 件であった。 

 

表１ 課題抽出調査の概要 

Q1 測定における課題［無制限複数］ 

○測定機器(センサ・アンプ・記録器など) 

○測定位置・点数 

○測定回数・時間 

○測定機器の設置方法 

○周波数範囲 

○加振方法 

○加振位置 

Q2 分析における課題［無制限複数］ 

○分析機器 

○分析方法(波形処理･周波数分析) 

○分析諸元(加速度･速度･変位) 

○分析定数(帯域幅･時定数) 

○分析指標(最大値･平均値･暴露量) 

○分析条件(サンプリングﾞ･取込み時間･窓関数) 

○周波数範囲 

Q3 評価における課題［無制限複数］ 

○評価値の算出方法  ○評価指標 

Q4 測定・分析・評価の参考資料［無制限複数］ 

○居住性能評価指針 第 1 版 1991(指針 1991) 

○居住性能評価指針 第 2 版 2004(指針 2004) 

○JIS Z 8735｢振動レベル測定方法｣(JIS) 

○環境振動・固体音のマニュアル(マニュアル) 

Q5 測定・分析・評価の問題点［自由記述］ 

Q6 今後必要となる機器［自由記述］ 

Q7 他の環境測定との最大の違い［自由記述］ 

Q8 他の環境測定との時間や費用の比較［自由記述］ 

Q9 他の環境測定との機器数の比較［自由記述］ 

 

表 2 現状把握調査の概要 

Q1 回答者の属性 

(1) 職種 [多項選択]  (2) 年代 [多項選択] 

(3) 振動測定経験 [多項選択] 

Q2 振動源の種類 

(1) 振動源 [多項選択] 

Q3 測定について 

(1) 測定目的 [多項選択]  (2) 建物用途 [多項選択] 

(3) 建物構造 [多項選択]  (4) 床構造 [多項選択] 

(5) 床仕上げ [多項選択]  (6) 測定点 [無制限複数] 

(7) 畳の場合の測定方法 [自由記述] 

(8) 絨毯の場合の測定方法 [自由記述] 

(9) 計測方向 [無制限複数] 

(10) 測定周波数範囲 (水平･鉛直別)  

(11) 測定参考資料 [無制限複数] 

(12) 測定物理量 [無制限複数] 

(13) 測定機器 [無制限複数]  (14) 記録装置 [無制限複数]

Q4 分析について 

(1) 分析方法 [無制限複数]  (2) 分析機器 [無制限複数] 

(3) 分析物理量 [無制限複数] (4) 時定数 [無制限複数]  

(5) 帯域幅 [無制限複数]   (6) 演算値 [無制限複数]  

(7) 演算関数 [自由記述]  (8) 分析条件 [自由記述] 

(9) 分析周波数範囲(水平・鉛直別) 

Q5 評価について 

(1) 評価物理量 [無制限複数] 

(2) 評価値の算出方法 [自由記述] 

(3) 評価指標 [無制限複数] 

(4) 評価対象周波数範囲 [水平・鉛直別] 

３．調査結果 
3.1 振動測定経験 

現状把握調査の結果から，Q1(3) 振動測定経験の集計結果を図 1 

に示す。｢10 年以上｣の 9 人が最も多く，｢20 年以上｣の 6 人が続い

た。測定経験が 5 年以上の回答者数は 25 人(89%)，また 10 年以上

の回答者数は 22 人(79%)となった。このことから，本調査の回答は，

振動測定に精通した技術者・研究者から得られたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 振動測定経験 

 

3.2 振動源 
Q2(1) 振動源の集計結果を表 3 に示す。内部振動源では，｢歩行｣

が 16 件，｢建設｣が 6 件，｢設備｣が 4 件，｢工場｣が 2 件，｢バング

マシン｣，｢砂袋｣及び｢ゴムボール｣が合わせて 4 件，｢その他｣が 7 件

であった。外部振動源では，｢鉄道｣，｢道路｣がともに 13 件，｢建設｣，

｢工事｣及び｢その他｣が合わせて 11 件であった。以後の分析におい

て，振動源別に集計を行う場合は表 3 に示す分類とした。すなわち，

内部振動源は｢歩行｣，｢固定｣(｢建設｣・｢設備｣・｢工場｣)及び｢衝撃｣

(｢バングマシン｣・｢砂袋｣・｢ゴムボール｣･｢その他｣)の 3 分類，外

部振動源も｢鉄道｣，｢道路｣及び｢作業｣(｢建設｣・｢工場｣・｢その他｣)

の 3 分類とした。 

表 3 振動源の集計結果 (単位：件) 

歩行 固定 衝撃 鉄道 道路 作業 

16 12 11 13 13 11 

 

3.3 測定目的・建物用途・建物構造・計測方向 

Q3(1) から Q3(3) の質問項目について，事例別に集計した結果を

表 4 から表 6 に示す。測定目的では，｢研究｣が 20 件と最も多く，

｢クレーム対応｣，｢竣工検査｣が続いた。建物用途では，｢戸建住宅｣

が 24 件と最も多く，｢事務所｣，｢集合住宅｣が続いた。建物構造(未

回答 1 件)では，｢RC 造｣が 25 件で最も多く，S 造，木造が続いた。 

なお，Q3(9) 計測方向では，すべての事例が鉛直方向を対象とし

ており，水平方向を対象とした事例数は，内部振動源 17 件，外部

振動源 32 件であった。 

 

表 4 測定目的の集計結果 (単位：件) 

現状把握 竣工検査 クレーム対応 対策 研究 その他

13 15 18 5 20 5 

 

表 5 建物用途の集計結果 (単位：件) 

商業施設 事務所 戸建住宅 集合住宅 学校 その他

6 19 24 15 2 10 

0 2 4 6 8 10

無回答

１年以上

３年以上

５年以上

10年以上

15年以上

20年以上

30年以上

人数



699

の質問項目を回答する構成とした。 

課題抽出調査の回答者数は 28 人，現状把握調査の回答者数も同

じく 28 人(内部振動源は 21 人，外部振動源は 23 人，両振動源は

16 人)，両調査に共通の回答者数は 26 人であった。事例数は，内

部振動源，外部振動源それぞれ 39 件，37 件であった。 

 

表１ 課題抽出調査の概要 

Q1 測定における課題［無制限複数］ 

○測定機器(センサ・アンプ・記録器など) 

○測定位置・点数 

○測定回数・時間 

○測定機器の設置方法 

○周波数範囲 

○加振方法 

○加振位置 

Q2 分析における課題［無制限複数］ 

○分析機器 

○分析方法(波形処理･周波数分析) 

○分析諸元(加速度･速度･変位) 

○分析定数(帯域幅･時定数) 

○分析指標(最大値･平均値･暴露量) 

○分析条件(サンプリングﾞ･取込み時間･窓関数) 

○周波数範囲 

Q3 評価における課題［無制限複数］ 

○評価値の算出方法  ○評価指標 

Q4 測定・分析・評価の参考資料［無制限複数］ 

○居住性能評価指針 第 1 版 1991(指針 1991) 

○居住性能評価指針 第 2 版 2004(指針 2004) 

○JIS Z 8735｢振動レベル測定方法｣(JIS) 

○環境振動・固体音のマニュアル(マニュアル) 

Q5 測定・分析・評価の問題点［自由記述］ 

Q6 今後必要となる機器［自由記述］ 

Q7 他の環境測定との最大の違い［自由記述］ 

Q8 他の環境測定との時間や費用の比較［自由記述］ 

Q9 他の環境測定との機器数の比較［自由記述］ 

 

表 2 現状把握調査の概要 

Q1 回答者の属性 

(1) 職種 [多項選択]  (2) 年代 [多項選択] 

(3) 振動測定経験 [多項選択] 

Q2 振動源の種類 

(1) 振動源 [多項選択] 

Q3 測定について 

(1) 測定目的 [多項選択]  (2) 建物用途 [多項選択] 

(3) 建物構造 [多項選択]  (4) 床構造 [多項選択] 

(5) 床仕上げ [多項選択]  (6) 測定点 [無制限複数] 

(7) 畳の場合の測定方法 [自由記述] 

(8) 絨毯の場合の測定方法 [自由記述] 

(9) 計測方向 [無制限複数] 

(10) 測定周波数範囲 (水平･鉛直別)  

(11) 測定参考資料 [無制限複数] 

(12) 測定物理量 [無制限複数] 

(13) 測定機器 [無制限複数]  (14) 記録装置 [無制限複数]

Q4 分析について 

(1) 分析方法 [無制限複数]  (2) 分析機器 [無制限複数] 

(3) 分析物理量 [無制限複数] (4) 時定数 [無制限複数]  

(5) 帯域幅 [無制限複数]   (6) 演算値 [無制限複数]  

(7) 演算関数 [自由記述]  (8) 分析条件 [自由記述] 

(9) 分析周波数範囲(水平・鉛直別) 

Q5 評価について 

(1) 評価物理量 [無制限複数] 

(2) 評価値の算出方法 [自由記述] 

(3) 評価指標 [無制限複数] 

(4) 評価対象周波数範囲 [水平・鉛直別] 

３．調査結果 
3.1 振動測定経験 

現状把握調査の結果から，Q1(3) 振動測定経験の集計結果を図 1 

に示す。｢10 年以上｣の 9 人が最も多く，｢20 年以上｣の 6 人が続い

た。測定経験が 5 年以上の回答者数は 25 人(89%)，また 10 年以上

の回答者数は 22 人(79%)となった。このことから，本調査の回答は，

振動測定に精通した技術者・研究者から得られたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 振動測定経験 

 

3.2 振動源 
Q2(1) 振動源の集計結果を表 3 に示す。内部振動源では，｢歩行｣

が 16 件，｢建設｣が 6 件，｢設備｣が 4 件，｢工場｣が 2 件，｢バング

マシン｣，｢砂袋｣及び｢ゴムボール｣が合わせて 4 件，｢その他｣が 7 件

であった。外部振動源では，｢鉄道｣，｢道路｣がともに 13 件，｢建設｣，

｢工事｣及び｢その他｣が合わせて 11 件であった。以後の分析におい

て，振動源別に集計を行う場合は表 3 に示す分類とした。すなわち，

内部振動源は｢歩行｣，｢固定｣(｢建設｣・｢設備｣・｢工場｣)及び｢衝撃｣

(｢バングマシン｣・｢砂袋｣・｢ゴムボール｣･｢その他｣)の 3 分類，外

部振動源も｢鉄道｣，｢道路｣及び｢作業｣(｢建設｣・｢工場｣・｢その他｣)

の 3 分類とした。 

表 3 振動源の集計結果 (単位：件) 

歩行 固定 衝撃 鉄道 道路 作業 

16 12 11 13 13 11 
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測定点を設定する場合も含めて，それぞれの状況を総合的に勘案し

て，居住者の生活環境に最も影響を及ぼすと想定される位置で，鉛

直振動を測定していることが示唆される。特に，戸建住宅における

クレーム対応の場合には，居住者が指摘する位置での測定 11)が重要

であると考える。その他に，研究目的の測定では，｢床中央｣のみな

らず各測定点での事例数が相対的に多かったことを踏まえると，そ

れぞれの目的に応じて必要な位置で測定を行っていることが窺える。

一方，竣工検査の測定では，クレーム対応の測定に比べて，対象と

なる床や梁それぞれの中央で測定する事例の割合が多かったことも

わかる。これは，竣工検査の場合には，同一測定点における測定事

例を相互に比較し，床に生ずる鉛直振動の性状を把握することが目

的の一つであることに起因しているのではないだろうか。 

一方，｢柱付近｣での測定点の設置を建物構造別で比較すると，｢S

造｣は 23 件のうち 16 件，｢RC 造｣は 25 件のうち 11 件，｢木造｣は

18 件のうち 8 件となっていた。特に，｢S 造｣の事例のうち，内部振

動源の｢固定｣または外部振動源の事例(事例数は合わせて 12 件)に

着目すると，11 件の事例で｢柱付近｣を測定点としていた。このこと

は，近年増えている大スパンの S 造建築物で，対象床の外部に起因

する振動問題が懸念される場合には，対象床に入力される振動も把

握するため，柱付近と暴露位置の 2 点の測定が必要と考える。 

 

4.3 測定上限周波数の現状 

課題としての指摘は少なかったが，｢Q3(10) 測定周波数範囲｣の回

答を整理し，鉛直方向の上限周波数を対象として，その記述内容を

カテゴリー化して振動源別に集計した結果を図 5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 測定上限周波数の現状 

 

指針では，内部振動源，外部振動源ともに，鉛直方向の上限周波

数を 30 Hz と規定しているが，これよりも高い範囲まで測定してい

ることがわかる。また，内部振動源よりも外部振動源の測定の方が，

上限周波数が高い傾向にあることが読み取れる。特に，｢鉄道｣の場

合には 630Hz 以上の事例が 7 件もあった。建物内部における在来鉄

道振動の卓越周波数が 63 Hz 以上となる場合が多かったこと 3-5)，

本調査では集合住宅を対象とした測定が多く，そのため固体音の評

価も見据えていたことなどにより，｢鉄道｣の事例で上限周波数が高

くなっていると考える。水平方向についても，鉛直方向と同様に，

指針で規定する上限周波数よりも高い領域まで測定している事例が

多かった。なお下限周波数については，未記載の事例が多く，本報

では分析を行わなかった。以上のことに加え，｢Q3(13) 測定機器｣

の結果から振動レベル計が多く使用されていることも踏まえると，

測定の上限周波数は 80 Hz が望ましいと考える。 

 

５．分析における課題・現状 

5.1 分析の課題 

分析に係る課題の集計結果を図 6 に示す。8 項目の中では，｢分

析定数(帯域幅・時定数｣の指摘が 9 件と最も多く，｢分析条件(サン

プリング・取込み時間・窓関数)｣が 8 件で続いた。自由記述からは，

『時定数の選択も人によって異なる傾向がある』など時定数に関す

る指摘が多くみられた。その他に，『衝撃性の場合，1/3 オクターブ

バンド分析は良いのか』，『FFT の窓関数はいつも悩む』などの意見

が得られた。 
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5.2 分析の現状 

最初に，｢Q4(1) 分析方法｣の回答について，振動源別に集計した
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回答が最も多く，事例数は内部振動源で 36 件，外部振動源では 32 

件であった。続いて｢FFT 分析｣が多く，内部振動源の事例数は 17 件，

外部振動源では 16 件であった。また，目的別に集計したところ，｢ク

レーム対応｣では｢FFT 分析｣の割合が高い傾向にはあったものの，顕

著な差はみられなかった。 

ここで，｢OCT 分析｣と｢FFT 分析｣の両分析を併用している事例を

調べると，内部，外部振動源ともに 15 件であったことから，｢FFT 分

析｣だけを用いている事例が少なかったことがわかる。特に，鉄道振
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レーム対応｣では｢FFT 分析｣の割合が高い傾向にはあったものの，顕

著な差はみられなかった。 

ここで，｢OCT 分析｣と｢FFT 分析｣の両分析を併用している事例を

調べると，内部，外部振動源ともに 15 件であったことから，｢FFT 分

析｣だけを用いている事例が少なかったことがわかる。特に，鉄道振

動に FFT 分析を適用した事例数は 2 件で，｢道路｣と｢作業｣の事例数

がともに 7 件であったことと比較しても少なかった。FFT 分析によ

り得られる結果は，分析条件のパラメータの設定の如何により大き

く異なることを考慮して，指針は 1/3 オクターブバンド分析を推奨

している。また，前述のとおり，鉄道の測定では固体音も対象とし

ていたため，FFT 分析ではなく，音響分野で用いられる 1/3 オクタ

ーブバンド分析を用いる事例が多かったと考えている。現状では，

卓越周波数の確認などの目的で FFT 分析を用いることが多く，統一

した手法で収集した測定事例の蓄積を続けるためにも，1/3 オクタ

ーブバンド分析を中心とした事例収集の継続が重要であると考える。 

引き続き｢OCT 分析｣の事例に着目し，課題として指摘が多かった

｢Q4(4) 時定数｣の回答について，振動源別に集計した結果を図 8 に

示す。内部振動源では，｢歩行｣及び｢衝撃｣では｢10msec｣の事例が最
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も多く，｢固定｣も含めた事例数は合計で 21 件であった。続いて，

振動レベルの時定数｢630msec｣の事例数が 15 件と多かった。外部振

動源では，｢鉄道｣，｢道路｣，｢作業｣ともに｢630msec｣の事例数が最も

多く，それぞれ 8 件，9 件，5 件であった。続いて事例数が多かっ

たものは，｢鉄道｣では｢125msec｣が 6 件，｢道路｣では｢10msec｣が 7 件

であった。道路交通振動の場合には，振動規制法に則った測定との

関連から｢630msec｣での分析に加え，大型車が段差等を通過する際に

発生する衝撃的な振動の特性を把握するために，｢10msec｣での分析

を併用した事例が多いと推定できる。その一方，指針に規定されて

いる分析では，時定数がない加速度の最大値(0-p) を求めることに

なっているものの，現状では｢TC=0｣の事例は非常に少なかったこと

がわかる。市販の分析器では，時定数なしの分析ができないことを

踏まえると，事例での回答が多かった時定数 10msec での分析を周知

する必要もあると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 分析方法の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 オクターブバンド分析の時定数の現状 

 

６．評価における課題・現状 

6.1 評価の課題 

評価に係る課題の集計結果を図 9 に示す。｢評価値の算出方法｣の

指摘は 14 件，｢評価指標｣の指摘は 13 件であった。｢評価値の算出

方法｣の自由記述の内容については，『処理方法が適切なのか悩む』，

『振動発生状況により Lv10 若しくは最大値の平均どちらで評価す

るか』，『100 データの最大値のみの評価ではあまりに厳しすぎるが，

居住性能評価指針は最大値評価なので施主の了解がでない。最大値

のうちいくつかの平均値などの指標が欲しい』など，具体的な算出

方法に関する指摘が多かった。｢評価指標｣の自由記述では，『鉄道振

動に対する適切な評価指標は何か』，『居住性能評価指針の上限周波

数は 30 Hz であるが，31.5 Hz が卓越した場合は評価に悩む』，『指

針2004 では施主の理解が得られず，指針1991 及びISO2631/2:1989 

を併記している』などの意見がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 評価における課題 

 

6.2 評価の現状 

課題として指摘が多かった｢Q5(2) の評価量の算出方法｣に着目し

た。自由記述では，｢すべての測定パターンを算出し，評価曲線にプ

ロットした｣，｢最大値上位 5 データの平均値｣，｢時間帯別の統計値｣，

｢5 分測定した結果を分割して，1/3 オクターブバンド帯域ごとの最

大値｣，｢最大値または平均値｣などが得られた。これらの内容を，全

データプロット，最大値，統計値の 3 パターンに分類し集計を行っ

た。なお，｢最大値または平均値｣の場合のように複数の評価量を算

出している場合には，複数回答として個別に集計した結果を表 7 に

示す。ここで，｢Q4(6) 演算値｣の集計結果から判断すると，内部振

動源，外部振動源ともに，分析量(測定量)は 1/3 オクターブバンド

分析による加速度の最大値を求めている事例が多かった(内部振動

源で 36 件，外部振動源で 30 件)。このことは，最大値ベースの測

定量(分析量)を用いて，平均値などの統計量により評価した事例が

多いことを示している。測定の目的等により求めるべき評価量は異

なるため，評価量の算出について，ある方法に固定することは難し

いものの，いくつかの具体的な事例を含めて，最大値ベースの測定

量を用いた結果の算出方法などを例示することが必要かもしれない。 

 

表 7 評価量の算出方法 

振動源種別 全データ 最大値 統計値 

内部振動源 3 件 11 件 14 件 

外部振動源 2 件 9 件 15 件 

 

続いて，｢Q5(3) 評価指標｣の回答を振動源別に集計した結果を図

10 に示す。内部振動源については，｢指針 2004｣(事例数 21 件)の事

例数が最も多く，｢指針 1991｣(事例数 15 件)が続いた。特に｢歩行｣

(事例数 16 件)に関して，｢指針 1991｣が評価対象としていたことも

あり，すべての事例で｢指針 1991｣または｢指針 2004｣のいずれかで評

価していた。それに対して，｢鉄道｣及び｢道路｣の交通振動(有効事例

数 24 件)では，｢増幅量｣の事例数が 14 件と最も多く，｢指針 2004｣

の事例数は 10 件と半数未満であった。そのうち｢鉄道｣の場合には，

卓越周波数が｢指針2004｣の上限周波数30 Hz より高くなる場合が多

いことからも，居住性能評価指針の適用には慎重となっていること

が示唆される。建築物内部における鉄道振動を評価するためには，

木造の戸建住宅のように固体音の影響が限定的になるような条件下
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では，評価の上限周波数を 30 Hz よりも高くすることも一案ではな

いだろうか。一方，測定目的別に評価指標の回答を集計したところ，

｢現状把握｣，｢竣工検査｣及び｢クレーム対応｣の場合には，いずれも

半数以上の事例が｢指針 2004｣を適用していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 評価指標の現状 

 

７．測定・分析・評価の問題点 

測定・分析・評価を通しての問題点について，記述内容を類型化

して集計した結果を図 11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 測定・分析・評価の問題点 

 

『測定方法・評価方法が多様である』，『評価指針との関係』，『評

価を行うための測定・分析の明示』，『現状，時定数が異なる場合の

考え方』のような｢測定・分析・評価手法の体系化｣(図中では｢手法

の体系化｣と記す)に関する指摘が 6 件と最も多く，測定－分析－評

価を通した問題点を整理していくことが必要と考える。加えて，｢評

価手法の確立｣に関する回答が多かった。『○％の知覚確率を現場で

どのように評価したら良いかわからない』，『○％が感じると言われ

ても説明できないし，納得してもらえない』との記述もあり，指針

2004 で規定されている振動知覚確率のみでは，環境振動測定に精通

した技術者でも，その評価について判断に迷っていたことが読み取

れる。このことは，図 10 からも，建築物・室用途別にランクが設

定されていた指針 1991 を約 1/3 の回答者が参考にしていたことか

らも窺える。続いて，｢加振力の設定｣に関する回答も多かった。『加

振源は特定されたものがあると良い』，『複数の建物の振動を比較す

る場合，加振力が全く同じになることはない』，『床の中央で加振し

たいが，床の中央には測定器も置きたい』などの意見があったこと

から，内部振動源の場合には，標準加振源を導入し，建築性能(床の

部位性能)を評価する方法も併せて検討する必要があると考える。 

 

８．まとめ 
環境振動測定の経験者を対象としたアンケート調査から，建築振

動の測定，分析及び評価の課題と現状を把握した。これらの結果を

踏まえて，現在作成作業中である測定マニュアルの基本的事項を整

理すると次のようになる。 

1) クレーム対応や S 造・木造の測定では，居住者の生活環境に最

も影響を及ぼすと想定される位置を選定することが重要である。 

2) 周波数分析の手法としては，居住性能評価指針で推奨する 1/3

オクターブバンド分析の適用が主流となっている。今後も，1/3 オ

クターブバンド分析を中心とした事例収集の継続が重要である。 

3) 評価量を算出するに当たり，全体の最大値よりも，平均値に代表

される統計量を算出している事例が多い。 

4) 測定，分析及び評価の上限周波数は，鉄道振動に代表される高周

波数領域でピークを示す振動も評価できるように，現行の居住性

能評価指針が規定する 30 Hz よりも高く設定することが望ましい。 
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